
【調査報告】

石川県における集落を協議の場とした農地利用集積の実態
―ほ場整備と集落営農組織化をセットにした「地域計画」の実践を事例に―

高崎経済大学地域政策学部教授　　村　山　元　展

１．石川県の農業構造と課題
（１）農業構造の変化

著者は 2009 年に農地保有合理化協会の協
力を得て石川県における大規模経営体を調査
する機会を得たことがある。当時のセンサス
分析を振り返りながら農業構造と農地中間管
理事業の課題を整理することから始めたい。

まず表１で 2010 年から 2020 年の農家数の
動向を見ると、農家数が４割減少している。
表出はしていないが 2000 年の 36,653 戸から
は６割近い減少であり、この 20 年間に農家
が急激に減少したことがわかる。販売農家は
もちろん自給的農家も大きく減少している。

そこで表２で土地持ち非農家についてみる
と、総農家数に対する土地持ち非農家の割合
は 2005 年の 81％から 195％、つまり倍に増
加している。しかしセンサスで把握できてい
る土地持ち非農家数が、上述の農家数の減少
と比較して少ないことを考えると、実際の土

地持ち非農家数はさらに多いものと考えられ
る。このように、石川県では 2000 年以降、
自給的農家を含めて農家数が急速に減少し、
土地持ち非農家化が進んでいることがわか
る。

表1　石川県農業の動向
表１　　石川県農業の動向

2010年 2020年

総農家数（戸） 26,411 15,874 △ 10,537 -39.9%

販売農家数 17,136 9,263 △ 7,873 -45.9%

自給的農家数 9,275 6,611 △ 2,664 -28.7%

農業従事者数（人） 48,029 22,402 △ 25,627 -53.4%

基幹的農従者数 14,382 9,756 △ 4,626 -32.2%

農業総産出額（億円） 508 535 27 5.3%

うちコメ 262 281 19 7.3%

うち野菜 91 101 10 11.0%

水田率 83.6 83.1 - -

出所：農林業センサス及び生産農業所得統計（農林水産省）

2010-2020の変化
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では、土地持ち非農家の増加が農地流動化
にどのように結びついているのだろうか。表
３は農業経営体の借地率を見たものである。
2000 年から 2010 年に 22 ポイント、2010 年
から 2020 年に 16 ポイント増加し、2020 年
の借地率は 65.3％にまで高まっている。土地
持ち非農家の増加は確実に借地の増加に結び
ついている。この 65.3％という数値は、後述
の 2021 年度末の担い手集積率とほぼ同等の
数値である。前回調査した当時は、2005 年
のセンサス借地率 38％と、県が把握してい
る利用権設定率 20％には 18 ポイントの大き
な差があったが、後述のように県による農地
中間管理事業の強力な推進過程で利用権設定
されていなかった相対の賃貸借が制度上も把
握できたといえよう。

さて、再度表１にもどろう。10 年間にお
ける基幹的農業従事者数の減少は 32％にと
どまっているものの、農業従事者数は 53％
と半減し、農家数の減少以上に高い減少率と
なっている。担い手の減少と限定化・固定化
が進んでいるといえよう。

次に表 1 で農業産出額をみると、コメが半
分以上を占め、ほぼ横ばいで推移している。
前回調査でも指摘したが、石川県の農業産出
額のピークは 1986 年の 1,097 億円で、特に
米価の下落（石川コシヒカリの入札額は 60
㎏当たり 2003 年の 21,078 円から 2004 年に
は 16,299 円に、そして 2007 年には 13,776 円
へと大きく下落していた。）の影響が大きい。
こうしたコメ経済の悪化（10 ａ当たり所得
は03年の8.4万円が07年には2.8万円に減少）
が小規模稲作農家の離農を促したといえる。

（２）加賀と能登の二重構造

石川県農業の大きな特徴が加賀地域と能登
地域の二重構造である。加賀地域は平地農業
地域が多く、能登地域には中山間地域が多い。
そのため農業政策も異なる対応が求められ
る。まず図１に見るように高齢化率には大き
な差がある。奥能登地区ではすでに 50％を
超え、輪島市や穴水町では 60％近い。中能
登地区でも 45 ～ 48％と高い。これに対して
加賀地区では 40％前後と相対的に低い。

表４を見てみよう。能登地区は加賀地区と
比較して農家数が多く、自給的農家率も高い。
農業従事者数に大きな差はないが、経営耕地
面積は少なく、傾斜率 1/100 以上の傾斜地が
46％も占めている。要するに高齢農業従事者
が傾斜地の水田を何とか維持しているという

表２　土地持ち非農家の動向

年
①土地持
非農家数

②総農家数 ①/②

2005年 25,518 31,652 81%

2010年 29,160 26,411 110%

2015年 29,167 21,087 138%

2020年 30,962 15,874 195%

出所：農林業センサス（農林水産省）

（単位：戸）

表２　土地持ち非農家の動向

表３　石川県の農業経営体の借地率

年
経営耕地
面    積

借入地
面  積

借地率

2000年 37,208 10,013 26.9%

2010年 33,512 16,515 49.3%

2020年 30,792 20,111 65.3%

出所：農林業センサス（農林水産省）

（注）2000年は総農家の数値

（単位：ha）

表３　石川県の農業経営体の借地率
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のが能登地区の実態である。注目されるのが
ほ場整備率の高さである。背景には、石川県
が能登地区の農業対策としてほ場整備を推進

してきたことがある（農地中間管理事業との
関連は後述）。

図1　市町村における個人経営体（世帯員数）のうち65歳以上の割合（令和2年）

図１

市町村における個人経営体（世帯員数）のうち 歳以上の割合（令和２年）
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ン 2016」では担い手政策の在り方は変化し
ている。まず政策のコンセプトが「農業の成
長産業化＝産業政策」とされ、それまでの経
営体育成という「器」から経営の「内実・方
向」へと転換している。具体的には①企業等
の技術・ノウハウを生かした生産性向上と食
品産業と連携した新商品開発・６次産業化が
掲げられる。次いで②ニーズに対応した複合
化・多角化、消費者ニーズに対応する生産・
販路開発、ブランド化が掲げられる。そのの
ちに③担い手対策があげられるが、掲げられ
ているのは企業等の新規参入を筆頭にした意
欲ある担い手の確保であり、その後に担い手
への農地集積が掲げられる。このように新た
な技術やノウハウを開発することで成長産業
化可能な一般企業の農業参入が全面に掲げら
れることとなっている。集落を基盤に話し合
いで作成される「人・農地プラン」や「地域
計画」とは微妙に異なるが、そこには能登地
域を中心にした中山間地域の耕作放棄への危
機感がある。

石川県では県が指定する中山間地域と世界
農業遺産認定地域を対象に、農業参入する企
業や農業法人に対して５年程度の無利子融資
をする「いしかわ農業参入支援ファンド」を
設けており、重要な担い手対策として位置づ
けている。すでに 27 法人が参入し、468ha
を経営しており、うち少なくとも８法人が一
般企業を母体とする法人である。

しかし中山間地域農業の担い手は企業だけ
ではなく、集落を場とする共同の取り組み

（集落営農）もまた重要であり、後述のよう
に現場ではほ場整備と集落営農をセットにし
た対策も進められている。本調査では、石川

（３）石川県農政の担い手像―担い手一般か

ら中山間地域の担い手確保へ―

1996 年「第５次農業振興ビジョン」では
「魅力あふれる農業経営」として企業的経営
体の育成、大区画・省力型ほ場整備の推進が
最初に謳われており、当時県内で展開してい
た借地拡大型の個別法人経営が意識されてい
た。この個別法人経営のほかに地域ベースで
農家を補完する「多彩な担い手」として機械
共同利用組織や受託組織を念頭に、地域農業
集団の育成が示されていた。10 年後の 2006
年「いしかわの食と農業・農村ビジョン」で
は「消費者ニーズに応える戦略的な生産と流
通」を第一に掲げ、その担い手として企業的
経営体の持続的発展、企業活力の積極的な導
入支援が謳われる。同時に翌年から実施され
る品目横断的経営安定対策を睨んでの集落営
農の経営体支援が掲げられている。このよう
に 2010 年までの石川県農政では担い手像と
しての企業的な個別経営体の育成を中心に、
集落営農も構造政策の対象として位置づけら
れていた。

しかし「いしかわの食と農業・農村ビジョ

表４　加賀地区と能登地区の比較（令和２年度）
表４　加賀地区と能登地区の比較（令和２年度）

指　　標 加賀地区 能登地区

総農家数（戸） 7,010 8,864

自給的農家数（戸） 2,450 4,161

自給的農家率 0.35 0.47

農業従事者数（人） 11,694 10,708

経営耕地面積（ha） 18,533 12,259

ほ場整備率 86% 80%

傾斜率1/100以上 14% 46%

出所：石川県とりまとめ資料より作成

　（注）ほ場整備率は20ａ以上の区画のもの

　　　　ほ場整備率と傾斜率は令和３年度取りまとめ
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県が推進するほ場整備を集落再生の契機とし
て受け止め、集落の合意形成により集落営農
組織化に取り組んだ地区を対象としている。

（４）人・農地プランおよび農地中間管理事

業の推進体制と成果

①推進体制
図２にみるように、県段階には県農林水産

部・いしかわ農業総合支援機構・ＪＡ・農業
会議・土地改良事業団体連合会で構成される

「石川県担い手育成・農地集積推進会議」、加

賀・石川・県央・中能登・奥能登の各農林総
合事務所単位の「エリア別統括」、そして各
市町村単位の「推進チーム」。この推進チー
ムが実働部隊である。推進チームは市町・農
業委員会・ＪＡ・農林総合事務所から構成さ
れる。その役割として①地域合意による維持
すべき農地の明確化、②担い手不足地域への
参入者探しと地域とのマッチング、③人・農
地プランの見直しへの誘導・指導、④農地中
間管理事業活用の誘導・指導等があげられて
いる。

図2 

石川県担い手育成・農地集積推進会議 

体制図（R３） 

〔〔推推進進会会議議〕〕  

 

 

 

 

 

〔〔エエリリアア別別統統括括責責任任者者〕〕  

  

  

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      

〔〔農農林林総総合合事事務務所所段段階階〕〕                                                                                                                                                                                                                                                                      

  

                    SSyyuu                                                                                                                                                                        

石川県 

農林水産部長、参事、次長（農業）、関係課長（農政・生流・基盤）、 

農林総研中央普及支援センター長 

（公財）いしかわ農業総合支援機構（専務理事） 

JA石川県中央会（専務理事、JAグループ石川営農戦略室長） 

JA全農いしかわ（県本部長） 

石川県農業会議（事務局長） 

石川県土地改良事業団体連合会（専務理事） 

事務局：農業政策課（農業参入・経営戦略推進室） 

中能登地域担当 

（農林総合事務所長） 

石川地域担当 

（農林総合事務所長） 

奥能登地域担当 

（農林総合事務所長） 

県央地域担当 

（農林総合事務所長） 

南加賀地域担当 

（農林総合事務所長） 

市町毎の推進チーム（実働部隊） 

構成：市町、市町農業委員会、ＪＡ、農林総合事務所（企画、農振、土地改） 他 

主な役割： 

・地域合意による担い手と将来的に維持していく農地の明確化 

・担い手が不足している地域に対する担い手（参入者）探しと地域とのマッチング 

  ・人・農地プランの見直し（中心経営体への農地・農作業の集積）への誘遵・指導 

・農地中間管理事業活用への誘導・指導 

・地域の状況に応じて、集落営農の組織化・法人化 

・農業次世代人材投資事業（通称：青年等就農給付金）交付対象者へ経営・栽培技術等の支

援                                                                                

図２ 

出所：石川県作成資料 
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②成果と取り組み
図３は担い手への農地利用集積の推移をみ

たものである。農地バンク創設前の平成 25
年の集積率は 42.6％であったが、その後は急
速に進み、令和３年末には 63.7％と 21 ポイ
ント増加しており、県によると全国一の増加
だったという。

市町段階における推進チームの取り組み成
果で、特に機構集積協力金をフルに活用し、
県内で当時多かった相対契約の農地貸借のほ
とんどを農地バンクに切り替えることができ
たという（県による円滑化団体へのアンケー
ト調査では円滑化事業から農地バンクへの移
行は少数であったという。）。
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もう一つ指摘したいのはほ場整備と集落営
農育成の取り組みである。表５は農地バンク
が創設された平成 26 年以降のほ場整備と集
落営農の状況をみたものである。加賀地区で
17 地区、509haのほ場整備が開始され、12
の集落営農が新設されている。

さらに能登地区では 44 地区、1,288haのほ
場整備事業が開始され、13 の集落営農が新
設されている。先に加賀地区と能登地区のほ
場整備率に大きな差がないことをみたが、そ
れはこうした県の積極的な指導があったから
である。

最後に表６で農地中間管理事業の実績をみ
よう。平成 26 年から 29 年にかけての借受面
積が多く、スタートダッシュが効いたことが
わかる。また、借受面積と転貸面積の差が大
きいが、これは機構関連整備事業を示してお
り、ほ場整備が地域のメリットであることを
示している。

表７は地区別に農地集積の成果をみたもの
である。特に県央・中能登・奥能登地域にお
ける農地中間管理事業の成果が注目される。

本報告書が対象とする二つの地区は中能登地
域に位置しており、ほ場整備と担い手育成、
農地利用集積がセットになった地域ぐるみの
取り組みである。

③課題と取り組み
ほ場整備事業と集落営農をセットにした取

り組みは特に高齢化や兼業化が進んだ地域で
は有効だが、石川地区ではすでに担い手への
農地集積は進んでおり、そこでは分散した借

表５　平成26年以降のほ場整備事業と集落営農

市町村名 ほ場整備地区 整備面積（ha） 設立集落営農数 既存集落営農数

小松市 2 42.3 1

白山市 6 181.3 2 1（Ｈ24）

金沢市 2 40.8 2

かほく市 5 158.5 4

津幡町 2 86.0 3

加賀地区計 17 508.9 12 1

七尾市 13 430.2 6 3（Ｈ24・25）

羽咋市 2 49.1 0

中能登町 5 128.9 1 3（Ｈ20・21）

志賀町 4 146.0 3

宝達志水町 1 18.2 0

輪島市 6 157.3 1 2（Ｈ18・23）

穴水町 2 42.4 1

能登町 11 315.9 1 1（Ｈ８）

能登地区計 44 1,288.0 13 9

県　計 61 1,796.9 25 10

出所：石川県とりまとめ資料より作成

表５　平成26年以降のほ場整備事業と集落営農
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地の団地化が大きな課題となっている。農地
中間管理事業の重要な目的の一つが担い手へ
の団地的集積のための地域的調整であった。
しかし県によればこれはかなり難度が高いと
いう。農地所有者の貸し手の選択意識が強烈
で、農地所有者の世代交代を待つしかないと
いう。

もう一つの課題が集落営農の次の担い手確
保である。次世代層の定年が延びれば交代の
タイミングを逸してしまい、丸ごと他の集落
営農や担い手に任せたり、集落営農の合併再
編といった方向も検討しなくてはならないと
いう。

そこで県では本年度から以下の４つのモデ
ル地区づくりに取り組むとしている。すなわ
ち、　①奥能登地域における担い手を地主が

協力・支援する仕組み（草刈り・水管理の協
力）づくり、②県央地域における集落営農法
人・組織の合併（３集落を 1 法人に集約）推
進、③中能登・南加賀地域における基盤整備
による集落営農法人等担い手同士の話合いに
よる農地集積の取り組み、④石川地域におけ
る担い手間の借地の交換分合の取り組みであ
る。これらのモデルづくりの成果が注目され
るところである。

２．七尾市中島町釶打地区の取り組み

（１）地域の概要

釶打地区は七尾市の旧中島町にあり、七尾
湾に注ぐ熊木川の中上流域の農村的地域と山
間的地域から構成される。集落数は 10 で、
このうち３集落は急傾斜地にあり農地の条件

表６　農地中間管理事業の実績

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 計

借受面積

転貸面積

うち新規分

出所：石川県とりまとめ資料より作成

（単位：ha）

表６　農地中間管理事業の実績

表７　担い手への農地の集積の状況

地域等名 平成25年度 令和３年度 増加面積 増加率
平成25年度
集積率

令和３年度
集積率

集積率
増加ポイント

南加賀 6,371 7,927 1,556 24.4% 62.7% 79.9% 17.2

石川 2,824 3,676 852 30.2% 55.0% 74.6% 19.6

県央 2,953 4,400 1,447 49.0% 39.4% 62.3% 22.9

中能登 4,550 6,995 2,445 53.7% 37.8% 59.8% 22.0

奥能登 1,495 2,846 1,351 90.4% 19.1% 40.8% 21.7

加賀 12,148 16,004 3,856 31.7% 53.3% 73.1% 19.8

能登 6,045 9,841 3,796 62.8% 30.4% 52.7% 22.3

県計 18,193 25,845 7,652 42.1% 42.6% 63.7% 21.1

出所：石川県とりまとめ資料より作成

（単位：ha）

表７　担い手への農地の集積の状況
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も悪く、後述のほ場再整備には参加していな
い。人口は 748 人で昭和 60 年の 2,390 人か
ら大きく減少し、高齢化率は 50％となって
いる。こうして高齢化と人口減少の中での農
地の維持が地域の大きな課題となっている。

（２）地域づくりの取り組み

地域づくりの契機は昭和 56 年に設立した
「釶打むらづくり推進会議」にある。後述の
「農事組合法人なたうち」の代表理事のＭ氏
が初代事務局長で、当時、地域では街灯やガー
ドレールの設置という生活上の課題を取りま
とめる場となった。構成員は議員３人、町会

長 10 人、農業委員３人の 16 名からなってい
た。市との交渉では「市は予算に限りがある
ので、地区で要望の順番をつけてくれ」とい
うことで、事業の調整が主要な仕事であった
という。

その後、平成４年に「10 集落はひとつ」
を掲げて、新たに商工会や女性と老人代表、
在京釶打郷友会等を加えて 24 人からなる

「釶打ふるさとづくり協議会」として再編・
再スタートを切っている（図４）。最初に取
り組んだのが、地区の貴重な資源である「藤
瀬の霊水」（名水 100 選）を核とした地域お
こしの取り組みである。行政に働きかけて平

出所：平成26年度農林水産祭むらづくり部門資料（北陸農政局）

図4　釶打ふるさとづくり協議会組織体制図
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成４年から３年間で４億円の助成を受け、シ
ンポジウムの開催、道路整備、農産物直売所
整備、「釶打茶屋まつり」の開催等を住民総
出で取り組んでいる。

その後、平成 20 年から５年間実施した、
金沢大学地域連携推進センターとの交流事業
の中での学生のインターンシップ報告会での

「地区の話し合いにはお父さんしか出ない。
家では家族に話しをしていないのでお母さん
たちは知らないまま」という指摘が大きな転
機となり、地域の課題が家族で共有できるよ
うになったという。その成果が釶打米のブラ
ンド化、地域に残る能登野菜の特産品化、祭
りの活性化、都市農村交流の実施につながっ
ている。ほ場の再整備もこうした情報共有の
成果だった。

（３）ほ場再整備事業への取り組み

①合意形成
平成 20 年に「協議会」でほ場整備が話題

となり、その後３年にわたり地区全体で議論
を重ねている。当時の問題意識は「地区の将
来をどうするか、収入がない、仕事もない」

「美味い米を中心に販売することで、働く場
をつくろう」「少ない人口で 150haの水田を
残す」そのためにはほ場整備をして地域一本
化していこう、ということだったという。

しかし心配もあった。「昭和 39 年のほ場整
備の時には一部で換地遅延となり、20 年か
かったために、しこりが残った。ほ場整備事
業にはそれを知っているおばあさんたちが反
対するのではないか」ということであった。
が、議論の中で出たのは「もう農業はイヤだ、
誰かやってくれないか」という声で、今回の

ほ場再整備事業では、換地遅延となった地区
が最初に賛成したという。それだけ稲作の担
い手問題が深刻化していたのである。

合意形成にはＭ氏の努力が不可欠であっ
た。換地遅延地区では 28 回もの会議が重ね
られ、そこにＭ氏が説明にあたっている。さ
らにほ場整備に当たっては親類縁者に米を送
るよう指示している。相続によるほ場整備の
合意のハンコを受けやすくするためである。
中には戦前に農地を売って満州にわたった農
家の農地が残っており、Ｍ氏は熊本や広島ま
でハンコをもらいに行っている。

②区画と工区
今回の事業は 30 ａ区画が中心となってい

る。事業要件から 90 ａ～１haの大区画もあ
るが、15 ａの区画８枚を一枚にすると大き
な段差を埋めるために表土だけではなく、よ
り多くの土壌を動かすことから地力が落ち、
また法面も大きくなるために草刈りが大変に
なったという。法面の草刈りが大きな悩みだ
という。

ほ場整備事業は当初地区全体を検討してい
たが、３集落の農地の傾斜が大きいために断
念し、７集落 125haで実施されている。４工
区からなり、現在ほぼ面工事は完了している。

当初は平成 26 年開始予定だったが、国の
補正予算で急遽、開始が早まった。このため
事前換地計画ができないままに事業が実施さ
れ、この最初の工区では一区画に複数の土地
所有者が入ることになったという（集落営農
組織で耕作するので耕作上の問題はない。）。
その他の工区ではできるだけ１区画１人にな
るように換地計画が作成されている。
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③償還・事業費負担
償還金負担については、当初から促進費を

活用して負担ゼロという計画だった。平成
23 年までは地元事業費負担は七尾市５％・
農家 10％だったが、平成 24 年に市 10％、農
家５％に変更されていた。この５％を担い手
集積の促進費５％で賄うことで農家負担ゼロ
にする計画だったという。この農家負担がな
いことが、合意形成のポイントでもあった。

（４）「農事組合法人なたうち」の取り組み

①�「上畠機械利用組合」から「農事組合法人
なたうち」へ

「農事組合法人なたうち」の前身が「上畠
機械利用組合」で、昭和 53 年に旧中島農協
の運営する「中島農業センター」を補完する
農作業受託組織として設立された。組合員６
人からなり、この６人がオペレーターを務め
た。経営は６人の稲作、転作、野菜作と上畠
集落および周辺集落から稲作作業受託である。
56 年には組合内に婦人部「上畠みつば会」
が結成され、味噌と漬物の生産・販売に取り
組んだ。

地区全体でほ場整備事業が実施されること
に伴い、地区全体の農業を担う組織として平
成 27 年に再編されたのが「農事組合法人な
たうち」である。しかし合意形成は簡単では
なく、当初は３～５ha経営の層 12 戸が反対
していた。

そこでＭ氏たちは各農家に「本当に 10 年
間続けることができるか家族で話し合ってく
れ」と依頼した。

すると母親たちからは「もうやめたい」、

後継ぎたちからは「農業は継ぎたくない」と
いう本音が引き出せたという。そこで「ほ場
整備が終わるまでの約 10 年間は頑張ってく
ださい、そのあとは組合が耕作しますから」
ということで説得できたという。また中核農
家が６人もいて、合意が一番困難と考えてい
た地区が最初に手をあげて整備することに
なったというエピソードもある。

特に女性たちの同意が大切で、「上畠集落
では世帯主が亡くなってもお母さんが困らな
い仕組みなので安心できている」という評価
が効いたということである。

②組織
現在の組合員は 41 人で、もともと４集落

で組合を立ち上げている。90 戸あるが、全
戸参加にしても出役しない農家が出てくると
して、組合員を 30 人目標に絞り、最終的に
31 人からスタートしている（組合員になる
と飯米価格が玄米１俵 300 円の割引）。その
後 4 集落内で水田を大きく所有する農家に声
をかけ、組合員を増やし 41 人となった。出
資金は 517 万円である。

組合は図５のように、農産加工部、営農・
機械・施設部、総務・経理部からなり、責任
者が配置されている。

③運営
しかし実際に作業する人は限られている。

組合員は出資することで共に集落農業を守る
同志組織といえる。農作業の従業員は全体で
20 人、このうち常時雇用が男５人、女３人、
パートが男８人、女５人である。さらに、従
業員の中には移住者などの非組合員が５人含
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まれる。常時雇用は 60 歳までで月給制、そ
の後は時給制のパートとなる。月給制の理由
は、地域の農業で雇用の場・所得を確保する
ことが、地域づくりの大きな目的だったから
である。その意味で、収益の確保は最大の課
題である。また傾斜している畦畔の草刈りが

大きな負担で、従業員を一定数確保する（労
働費が大きくなる。）必要があるという。高
齢化が進む中で畦畔の草刈りができなくなっ
ており、「なたうち」が管理する農地のすべ
ての畦畔の草刈りをしているという。

実は、地域の全水田約 150haを「なたうち」

図５ 

お互い連携して、10a 当たり 30kg 増収を図ろう！！

４年事業年度 農事組合法人なたうち 組織機構図
住所：七尾市中島町上畠６部 26番地 

 

 

27 年経営面積 15ha 

28 年経営面積 25ha      

29 年経営面積 60ha    実績                                   Ｆ会計事務所 

30 年経営面積 66ha    計画 

R1 年経営面積 73ha                                          

R2 年経営面積 83ha 

R3 年経営面積 83ha 

R4 年経営面積 83ha 

                                             ８名 

 

                                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：農事組合法人なたうち概要（石川県七尾市中島町） 

 

 

報・連・相を守って実効のある作業に努めましょう

（報告・連絡・相談） 

安全・安心、確実な作業実現を！！

総会（組合員） 

理 事 会 

代表理事 組合長 

 副組合長 

決算事務 

農産 

加工部 

営農・

機械・

施設部 

総務・経

理部 

無 人 

販売所 

野菜 

一般 

大麦・

そば 
水稲 大豆 

機械施

設担当 

総 務 

経理班 

41名（７集落）関係地権者237人（11集落） 

図５
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が管理しているわけではなく（なたうちの耕
作面積は 73ha）、地区内の 19 戸の農家（う
ち認定農家７戸）が 63haを耕作している。
Ｍ氏によると全水田を管理すると草刈りの労
働コストが増加して経営は赤字になるのだと
いう。担い手農家の中にも「なたうち」に任
せたいと言い始めている農家があるが、でき
るだけ継続するよう働きかけている。

この収益問題と関連しては、農地中間管理
機構に年間400万円の地代を支払っているが、
当初は直接支払いの 10 ａ当たり 7,500 円を
この地代支払いに予定しており、廃止されて
困ったという。なお、各集落には中山間地域
直接支払いの受け皿として「棚田組合」が設
立されており、農道の草刈りや排水路の管理
を担っている。しかし近い将来には非農家化
が進み、管理ができなくなることを心配して
いる。農地中間管理機構との契約は 11 年と
20 年があり、小作料は 6,000 円である（当時
の米価が 30kg当たり 6,300 円だったため。）。

令和３年度の経営耕地は 72haで作付けは
コメがコシヒカリを中心に８品種 51ha、大
麦 10ha、大豆６ha、そば４haである。令和
３年度のコメの販売額は約５千万円である。
ただしコメの単収が 410㎏にとどまり単収の
低さが大きな課題となっている。コメは「な
たうち米」ブランドで販売しており、３割が
縁故米と直売、５割が商系、２割がＪＡであ
る。商系業者は味を評価して高く購入してく
れるということで品種も指定される。この

「なたうち」ブランド販売のために、平成 28
年に補助事業を活用してライスセンターを導
入している。償還には年間 350 万円を要して
いる。

「なたうち」加工部門は上述の「上畠みつ
ば会」を引き継いだもので、今は 40 代の女
性二人が運営しており（１人は移住者）、先
代のうち２人がパートで指導補助している。
野菜生産と漬物や味噌加工（味噌は 5,000kg
作ったが６月で完売する人気）を行っており、
年間５百万円を売り上げるが、利益は女性た
ちの所得となる。

④農地中間管理事業の活用
「なたうち」の経営耕地は平成 26 年に県の

指導もあり農地中間管理事業に変更している。
12 月に急遽１月 10 日までに申請書を提出す
るよう要求され、20 日間正月返上で書類作
成するなど大変な作業だったというが、地域
集積協力金がポイントで全体で 3,000 万円、
半分を集落に、半分を集落営農組合が受け取
り、農機具購入に充てられている。なお、地
区全体では未ほ場整備農地を除き 138haが農
地中間管理機構に利用権が設定されており、
設定率は 79％である。

（５）人・農地プランおよび実質化の取り組み

①釶打地区の取り組み
釶打地区の 10 集落では、平成 24 年から

26 年にかけて、全集落で単独または複数集
落からなる４つの人・農地プランを作成し
た。その後、ほ場整備の工区や担い手の状況
に応じて再整理するなど、現在７つのプラン
となっている。市はこれを一つにまとめる予
定はないという。

人・農地プランの作成は市と農家の話し合
いで作成された。プランづくりは問題がなく、
ほ場整備に向けた議論も合意の方向にあり、
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話し合いの中で 10 年後には担い手に困るこ
とが、みんなわかっていたからであり、母さ
んたちが積極的に賛同してくれる状況にあっ
たのが大きかったという。

②七尾市の取り組み
七尾市では市内の水田地域のほとんどで

人・農地プランは作成済みとなっている。市
によると問題は水田の担い手の在り方で、平
成20年ではほ場整備率が35％程度だったが、
今は 70％まで高まっており、担い手づくり
の条件は整ったという。担い手とセットにほ
場整備する必要を強調している。

また農家へのアンケート調査を実施してお
り、市内２つの集落で実質化が検討中で、そ
の他の集落では実質化が完了しているという
ことである。

なお、市内にも個別の拡大経営はあるが、
現状の 10ha程度の経営の場合、集落内に集
積の範囲が収まっており、借地の交換による
団地化の要望はほとんど聞かないということ
である。

（６）今後の課題

課題の一つが収入の増大であり、そのため
のコメの単収増である。今年実施したドロー
ンを使用した追肥が効果を発揮しており、
450㎏になるとしている。

課題の第二が地域のまとまりである。新型
コロナウイルスの影響で地域の祭りを２年休
むことになり、やる気が出なくなったという。
今年も早々と中止を決定したということであ
る。また集落の会合が一番重要だが、農地を
貸してしまったら農業への心配や関心がなく

なり、話題に困っており、今は会合を開く話
題作りが大変だという。Ｍ氏は「農業と祭り
があっての集落だ」というのである。

３．かほく市気屋地区高峰ファーム

（１）地域の概要

農事組合法人高峰ファームはかほく市気屋
地区に設立された集落営農法人である。気屋
地区は能登地域の入り口に位置し加賀北部に
接する地区にあり、能登と加賀の両方の性格
を持つ地域とされる。

集落の戸数は 37 戸で、うち 35 戸は農家、
非農家は２戸だけで、このうち１戸は別荘的
に利用する高齢女性である。息子は金沢市内
への勤務が多く、県外に他出している世帯も
少なくなく、高齢化が進む地域である。

（２）ほ場整備と集落営農の経緯

地域のリーダーであるＴ氏によると、平成
25 年にＴ氏が定年退職を迎えた 60 歳過ぎに
地域の将来が話題にのぼったという。Ｔ氏は
石川県の農政セクションで長く勤務してきた
経歴を持ち、農政や県内農業・農村の実態に
精通しており、地域農業のまとめ役としては
適任であった。

当時、高齢化が進み農業の後継者が危ぶま
れる各世帯の現実が目に見えるようになって
きたということで、このままでは大変になる
という危機感が高まってきたのだという。特
に水田は 50 年前整備の 10 ａ区画のままで、
再整備されることもなく、傾斜があり畔塗も
水管理も高齢者では大変な状況だった。

そこで、Ｔ氏はほ場整備で大区画化し、共
同化することで集落を守ることを目指し、意
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見を出し合うことを考えた。まず平成 25 年、
26 年の２回、農家アンケートを実施してい
る。アンケート調査の内容は主として今後の
農業経営の継続可能性についてであった。こ
のアンケートによって各農家の営農継続の課
題と地域の農地の維持にはほ場整備が不可欠
であることが明らかになった。Ｔ氏は「アン
ケートが意識改革につながった」「これを機
に集落の集会が実施できた、集落で話し合い
を非常に多く開催した、これが決めてだった」
と振り返る（こうした経験から、現在、農政
により農業委員の役割が期待されているが、
ほ場整備や担い手づくりの推進は厳しく、そ
んな甘いものではないと指摘する。）。

さらにほ場整備の検討委員会と同時に共同
化の委員会を設置している。ほ場整備と担い
手づくりをセットでみる必要があると考えた
ためである。この二つの委員会の両委員長が
意見交換をしながら、全体を進めたという。

（３）ほ場整備（農業競争力強化基盤整備事業）

①概要
ほ場整備事業面積は 30.3ha、総事業費が

９億５百万円で、事業（面工事）期間は平成
28 年度から令和３年度で、年度別に６工区
で構成されている。最終年度の調査時点では
暗渠設置と付帯事業が実施されていた（山間
地の農地は整備後もぬかるみ機械作業が困難
なので、面整備後に暗渠を実施）。

② 換地
事業では１ha団地を７枚作ることが条件

とされ、傾斜が大きい地区では法面が大きい。
原地換地を原則としたため１枚の田に複数人

が入ることになっている。換地では平場と山
手に分けて実施している。傾斜の条件が違い
すぎるためであり、同意の条件でもあった。

③農家負担・償還金・担い手
農家の償還金負担はゼロとなっている。県

営ほ場整備事業では農家負担が５％だが、「高
度生産性農業集積促進事業」の担い手への集
積向上率 55％以上という要件をクリアして
いる。そこで問題は担い手になるが、前述の
ように集落営農の設立とセットで取り組むと
ともに即時の法人化も検討している。「組織
を先に作る、どうせファームに預けるという
考えになる」「これにより集積が進むし、換
地も了解が得やすい」というのがＴ氏の戦略
であった。

④意見
Ｔ氏はほ場整備には計画から 10 年を要し

たが、「その間に 60 歳の人が 70 歳の高齢者
になり、途中で考えが変わったり、やる気が
薄れる。体力も落ちる」ので短期間にできる
仕組みが必要だという。

（４）高峰ファーム

①概要
経営耕地は水田 27ha。生産物はコメを中

心に転作の大麦（１ha）とカボチャ（20 ａ）、
育苗ハウスを利用したフリージア（県の推奨
品種）とコンテナいちじくである。

フリージアとカボチャは集落の女性たち
（女性７人の園芸部が担当）が栽培し、フリー
ジアは市場とＪＡ、直売所へ出荷、カボチャ
はＪＡへ出荷している。フリージアは初年度
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に石川県エアリーフローラ振興会長賞を受
賞。

大麦は試験的に栽培したもので、梅雨前に
収穫できることと、コメと比較して労働時間
が短いのが有利だからである。ただし価格と
麦の奨励金の動向が気がかりである。

水稲は早生品種の「つきあかり」が 14ha
と最も多く、次いでコシヒカリの７ha、農
研機構が開発した「にじのきらめき」の６
ha等と続く。特に倒伏耐性の「にじのきら
めき」に力を入れたいとしている。

②経営
昨年度の総販売額は２千６百万円で、ほと

んどがコメの販売額である。これまでは赤字
を出さず経営できたというが、ここ２年はコ
メの収量が下がり、米価下落もあって売り上
げが減少している。税理士に相談し、減価償
却を一部行わず、何とか収支をトントンにし
ているのが実態だという。問題は単収で、基
盤整備後は地力が高いものの数年経過すると
地力の低下が著しく単収が低下してしまい、
対策としての肥料設計を検討しているところ
だという。出荷先は現在のところ９割をＪＡ
で、残りは縁故米と飯米である。

オペ賃金は若い人に魅力に感じるように時
間当たり 1,200 円に、草刈りなどの補助賃金
は 1,000 円を基本に内部留保はせず、令和３
年では減価償却を先送りすることで従事分量
配当をしている。

米価の低迷もあり、小作料は 8,000 円と低
い。なお、農地中間管理事業の契約期間は
10 年としている。

③労働力確保
当初は 60 歳で会社を定年退職することを

前提に、70歳までの10年間農業をしてもらい、
組織を継続させる計画だったが、60 歳を過
ぎても会社で働く人が増えたために予定が
狂ってしまっている。そこで何とか 50 歳代
の後継者たちにも出役してもらうように説
得・声かけをしている。特に作業班を①若い
後継者が出役しやすい土日型と②世帯主層を
中心とする平日型の二つに分けたことが功を
奏し、後継者が出役するようになったという
ことである（40 ～ 50 歳代の後継者８人のう
ち、６人がオペレーターとして出役）。オペ
賃を高くしているのもそのためである。また
育苗ハウス内に冷蔵庫を置いて自由に飲み物
を飲めるようにもしている。「これからの機
械は自動化がさらに進み、特別な技術がなく
ても操作は可能」「今では 70 歳以上は機械を
壊してしまうので乗せないようになってい
る」という。

これに関連して、近隣の町には集落営農が
多いが、後継者づくりは必ずしもうまくいっ
ていない。要因は、自分たちが元気だったた
めに若い層に任すことができなかったからで、
今は若い層が家におらず、直接支払いで機械
を更新するしかなく、シルバー人材を雇用し
たりしているという。

④集落営農と地域
Ｔ氏によると集落営農により注目されたの

が女性の重要性だという。集落営農ができて
女性たちが農業に出てこなくなったが、役割
を与えることで農業の担い手になり、フリー
ジアやいちじくの加工などのセンスが良く頑
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張ってくれる。特にいちじくの直売で地域外
の人が来るようになって変わってきたとい
う。女性には年３回に分けて、まとまった金
額を直接現金で渡すようにしている。比較的
若い女性も高齢の女性と話をしていると農業
もうまくなり、そこから新しいリーダーが生
まれるという。

さらに集落には公務員・大工・電気工事・
自動車修理工いろんな人材があり、「人材が
豊富で集落内で何でもできる、これが良いと
ころで良さが出てくる」「軽四も２台集落の
人からもらい、修理も自分たちでできる」「各
人が活躍できる場を作ることがリーダーの役
割だ」という。

⑤今後の取り組み
一つはいちじくを利用したアイスクリーム

加工などの取り組みで、観光農園構想として
いる。県の里山振興ファンドを申請・認定さ
れ、女性たちの活躍が期待されている。当面
の目標は販売額 300 万円である。

第二に、田植え機１台の導入で、コンバイ
ンとトラクタは２台体制だが、田植え機は１
台しかなく、故障すると困るためである。

（５）人・農地プランと実質化の取り組み

人・農プランについては、前述のように独
自にほ場整備と集落営農づくりのためのアン
ケートも実施し、構想も出来上がっていたの
で「何をいまさらプランなのか」というのが
実感だという。この構想を市が人・農地プラ
ンとして作成したのが実情である。プランに
は直接ＪＡは関与していないが、集落営農組
織設立に当たり 15 万円を助成している。コ

メの集荷とライスセンター利用確保のための
ようである。

かほく市の人・農地プランの策定状況につ
いては、策定単位は集落で、市職員が中心と
なり集落に働きかけており、全集落で策定済
みということである。ＪＡとの一体的取り組
みはない。特にほ場整備の推進が効果的で、
そのため集積率も高く、実質化もほぼ完了し
ているという。

４．まとめ－集落を協議の場とした農地利用

集積の条件－

（１）地域農業の危機を共有するための徹底

した話し合い

調査事例では集落や複数の集落から構成さ
れる地区が農業・農地・地域社会を協議する
場として重要な役割を果たしていることであ
る。しかしそこには農業・農地・地域社会の
現実を直視し、地域を守ることが必要だとい
う共通意思がある。特に今回の事例は、世代
交代や耕作放棄が進む前のぎりぎりのチャン
スとして取り組まれている。何よりも国の政
策を受けての「人・農地プラン」ではなく、
自主的な地域計画だという点が注目される。
要するに内発的な危機対応である。

さらに釶打地区では危機感の共有を強固に
したのが家族、特に女性たちとの意思疎通で
ある。女性たちの合意形成がポイントだっ
た。また気屋地区では女性の営農参画が開か
れた地域づくりのポイントとなっている。

「人・農地プラン」から「地域計画」へと発
展させるには、女性を含めた集落全体の話し
合い、活躍の場づくりが重要といえる。
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（２）リーダーの存在

２つの事例には強力なリーダーが存在して
おり不可欠であった。二人が果たした役割の
ポイントは地域の課題と可能性、それを実現
するための方法の具体化、地域の人たちに求
められている役割の提示である。それらを一
つひとつ具体的に示しながら、合意形成を図
る粘り強い活動が求められているといえよ
う。

（３）後継者層の活動の場づくり

50 歳前後の後継者層を巻き込む工夫も注
目される。現世帯主層の引き際を見極めると
いうことでもある。釶打地区の場合には少数
精鋭の後継者の確保、気屋地区の場合には土
日中心のオペレーターという違いはあるが、
次の担い手を育成する工夫がなされている。

「地域計画」の持続的実践には人材の確保が
重要であることを、あらためて認識させられ
る。

（４）行政・農協・土地改良区の役割

両調査地区の「人・農地プラン」の策定過
程では、行政を中心に、ほ場整備実施のため
の土地改良団体（美土里ネット）の参画は
あったものの、ＪＡの参画は見られなかった。
両市全体についても同様である。調査事例が
特殊だったのかもしれないが、支援組織、支
援体制については、さらに検討を要するよう
である。

（あとがき）
調査に当たっては、各集落営農法人、石川

県農林水産部農業政策課、石川県中能登農林

総合事務所担い手支援課、石川県県央農林総
合事務所担い手支援課、（公財）いしかわ農
業総合支援機構、七尾市農林水産課、かほく
市産業振興課の各担当者の甚大な協力を得た
ことに感謝したい。調査は筆者の他、（公社）
全国農地保有合理化協会の井上暢朗、松田健
佑が担当した。
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